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春闘回答速報Ｎｏ.４ 
全国一般（続報） 

要求提出組合   ３０組合  有額回答 ４組合（最高 ８９０１円、最低 ５８３円 

非正規・時間給労働者要求提出組合  １８組合 有額回答 １組合（＋ゼロ回答１組合） 

出版労連 

要求提出組合   １１組合  有額回答 １０組合（最高 ３５歳１１０００円、最低 ２３１３円） 

建交労（続報） 

要求提出組合   ６９組合  有額回答 １０組合（最高３５００円、 最低 １００円） 

               ゼロ回答  ３組合 

全印総連（続報） 

要求提出組合   １２組合  有額回答  ５組合（＋定昇のみ１組合） 

（最高 ８５９７円定昇、最低 ２６９２円） 
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各県労働局を廃止して、ブロック化することに反対する団体署名へのご協力ありがとうございます。 

全労連は３月２５日、２５５筆の団体署名を、「地方分権改革推進委員会」に提出して、要請を行いまし

た。大阪労連に届けられた団体署名４６筆もこの日に間に合うように送りました。 

全労連女性部ニュースから抜粋 

3 月 25 日、全労連女性部は都道府県労働局のブロック化に反対し、拡充を求めて内閣府地方分権改革推進

委員会にたいして、申し入れを行いました。全労連公務部会秋山事務局次長も含め計 7 人で申し入れ、内閣府

地方分権改革推進委員会事務局地方分権改革推進室 吉田光参事官が要請を受け、懇談しました。 
柴田女性部長（全労連副議長）が、「派遣切りなど大企業を中心とした『雇用調整』が大きな社会問題にな

っている。こうした状況を変えていくためにも、労働者保護の立場にたった労働行政の充実こそ求められてい

る。」と述べ、署名を提出し、各地方の状況を訴えました。 
「私たちは、育休切りへの対応、女性が働き続けるための環境整備、またパートではたらく女性の権利の問題

などで、東京の均等室に要請に行っているが、今年、東京均等室が受け付けた要請・相談件数は 4000 件弱、

また妊娠出産に関する要請・相談件数は 500 件を越し、昨年同月比でも多くなっている。雇用均等室の役割

は大きい。私たちは雇用均等室の増員を訴え続けてきた。ブロック化されたら窓口が遠くなり、相談に行けな

くなる」（東京） 
こうした要請を受け、吉田光参事官は「皆さんの要望は承った。署名は重く受け止める。さまざまな団体か

らも意見が来ている。勧告は方向性を示すもので、具体化が進むと様々問題が出てくる。国の機能を維持しつ

つ、どういう工夫ができるか検討し、年末に向けて議論を進める。私たちも、労働者を保護するのは国の責任

だという思いを持っている」と述べました。 
 

引き続き、「労働局ブロック化反対」の団体署名集めています。支部・分会まで広めてくださるようお

願いします。 


